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Ⅰ．はじめに
わが国におけるこれまでの管理会計研究においては，業界や業種あるいは業
態といったくくりごとに管理会計実践について議論されることは少なく，これ
らをひとまとめにして議論されることが多かった。しかし，企業の実践する管
理会計はそもそも１つにまとめて議論することは難しく，管理会計実践は，と
くに業種や業態といったものに規定される面が多いと考えられる。先の拙稿
（2014b）ではわが国非製造業の管理会計実践という枠組みで，拙稿（2018a）
ではわが国卸・小売業というくくりで，管理会計実践の実態について検討した
が，本稿では，「サービス業」の管理会計実践という枠組みで，他の非製造業
や産業全体と比較しながら，サービス業の管理会計実践の実態について検討
する。
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サービス業とは，広義には第３次産業とほぼ同義で用いられ，第１次産業に
分類される農業，林業，漁業，第２次産業に分類される鉱業，建設業，製造業
以外の産業のことを第３次産業といい，形のない財を提供する非製造業全般を
指す。
これに対して，狭義のサービス業とは，広義のサービス業のうち日本標準産
業分類における電気・ガス・水道などや金融業・保険業，卸売・小売業，運輸・
倉庫業などといったように他の産業分類として定義されているもの以外の産業
を指すが，広義のサービス業のうち，「卸・小売業」は拙稿（2018）で検討し
たし，「金融・保険業」や「運輸・倉庫業」については別稿で扱う予定である
ので，本稿では，後者の「狭義のサービス業」に焦点を当てて検討する。
本稿では，拙稿（2014a；2014b；2015 a；2016；2018a；2018b；2018c）と
同様に，わが国サービス業における管理会計実践の実態を「利益計画」，「意思
決定のための管理会計」，「原価企画」，「原価管理」，「ABC/ABM」（活動基準
原価計算，以下 ABC と略記），「実体管理」，「組織管理のための管理会計」，「予
算管理」，「MPC」（ミニ・プロフィトセンター，以下 MPC と略記），「業績管理」，
「BSC」（バランスド・スコアカード，以下 BSC と略記）にわけて，体系的に
明らかにすることを目的とする。その際，わが国サービス業の管理会計手法に
ついて，サービス業を除く「非製造業」やサービス業を除く「産業全体」と比
較しながら検討する。また，本稿ではサービス業の管理会計実践を，既に公表
した「卸・小売業」（上東，2018a）や「建設業」，「運輸・倉庫業」の管理会
計実践などと比較検討しながら検討する。
本稿の構成は，第Ⅱ節において，サービス業の経営の特徴や管理会計実践を
先行研究をレビューした上で検討し，第Ⅲ節において，質問票調査の概要と回
答企業について述べ，第Ⅳ節において，わが国サービス業における管理会計手
法の実態を概観したうえで，わが国サービス業における管理会計実践について
手法ごとに考察する。第Ⅴ節においては，わが国サービス業における管理会計
手法を前節の結果からまとめた上で展望し，第Ⅵ節においては，本稿をまとめ
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たうえで今後の課題を提示する。
Ⅱ．わが国サービス業における管理会計手法
１．サービス業の分類
広義のサービス業は，形のない財を提供する非製造業全般を指すが，本稿で
は，広義のサービス業のうち日本標準産業分類における電気・ガス・水道や金
融業・保険業，不動産業，卸売・小売業，建設業，運輸・倉庫業などといった
ように他の産業分類として定義されているものを除いた「狭義のサービス業」
に焦点を当てて検討する。
「狭義のサービス業」としては，日本標準産業分類では，1. 学術研究，専門・
技術サービス業，2. 宿泊業，飲食サービス業，3. 生活関連サービス業，娯楽業，
4. 教育，学習支援業，5. 医療・福祉，6. 複合サービス業，7. 他に分類されないサー
ビス業があげられている（注 1）。
（注1）1.「学術研究，専門・技術サービス業」には，学術・開発研究機関，他に分類されない
専門サービス業，広告業，他に分類されない技術サービス業が含まれ，2.「宿泊業，飲食サー
ビス業」には，宿泊業，飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業が含まれる。3.「生活関連
サービス業，娯楽業」には，洗濯・理容・美容・浴場業，その他の生活関連サービス業，娯
楽業が含まれ，4.「教育，学習支援業」には，学校教育，その他の教育，学習支援業，5.「医
療・福祉」には，医療業，保健衛生や社会保障・社会福祉・介護事業が含まれる。6.「複合
サービス業」とは，郵便局や他に分類されない協同組合である。7. 「他に分類されないサー
ビス業」には，廃棄物処理業，自動車整備業，機械等修理業，職業紹介・労働者派遣業，そ
の他の事業サービス業，外国公務などが含まれている。
本稿では，このような「狭義のサービス業」に焦点をあて，同産業とそれ以
外の「非製造業」，同産業とそれ以外の「全産業」を比較しながら，さらには
同じ非製造業である「卸・小売業」や「建設業」，「運輸・倉庫業」などとも比
較しながら，その実態を明らかにすることを目的とする。次にこうした「サー
ビス業」の経営や管理会計の特徴についてみてみる。
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２．「サービス業」の特徴と管理会計
①サービス業の特徴
サービス業には，共通に認められるいくつかの特徴が指摘される。小田切
（2002；2013）では，サービス業の特性として，（1）外部要素の存在，（2）ア
ウトプットの標準化困難性，（3）無在庫性，（4）原価構成をあげている。これ
らやその他の特性についてみてみる。
（1）外部要素の存在
サービス業では顧客が生産活動に参加し，共同生産者としての役割を担うが，
外部生産要素とは，サービスの提供にとって不可欠な要素でありながら，その
所有権が一般に顧客のほうに存在し，したがって顧客側の裁量にあり，サービ
スの提供者のほうが自由に処理できない性質である（小田切，2002；2013）。
たとえば，医療サービスにおいて，同一の治療や処置を行っても，その効果は
個々の患者の病態や体力などによって異なるし，また教育サービスなどでも受
講者の能力や性格等によって，効果に差が現れる（小田切，2002；2013）とし
ている。
（2）標準化困難性
サービスを標準化することは，その性質から極めて困難である。もちろん標
準化を進めてゆくことは，管理の側面からは重要かもしれないが，あまりに画
一化され，あまりにマニュアル化されたサービスは，むしろ顧客の購買意欲を
減退させることになるかもしれない。
サービスはまた，そのアウトプットの測定が困難である。サービスはその数
量および品質とも客観的に測定することが困難である。たとえば，医師による
治療行為を考えた場合，その患者数がサービスの客観的な数量とはいえないで
あろう。また，上で述べた外部要素の存在とも関係してくるが，同一の治療や
処置を行っても，その効果は個々の患者によって異なる。
このようにサービスは，製造業における製品とは異なり，物理的な形態を
とっているわけではない。サービスは，行為や運動，機能といったものとして
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把握される性質のもので有形な物とは区別される（小田切，2002；2013）。こ
のようにサービスの特徴は把握しにくく，個々の状況によって提供される個々
のサービスの内容が大きく異なることがあり，こうしたことが提供されるサー
ビスの規格化，標準化を困難にしている（小田切，2002；2013）。
（3）無在庫性
サービス業では，アウトップットとしてのサービスが無形であり，「生産 =
提供」と「消費 = 享受」が同時同所で行われることが多く，在庫は基本的に
生じない（小田切，2002；2013）。このため計画生産，見込生産はできず，輸
送も不可能である。現時点で利用可能なサービスは，即時に提供されなければ
将来に持ち越して収益獲得することはできない（小田切，2002；2013）。
（4）労働集約的性質
これは後にデータで提示するが，サービス業は概して「労働集約的産業」で
あるといえる。もちろん鉄道業にみられるように資本集約的な産業もあるが，
基本的には労働集約的な性質があるといえる。
（5）小規模性
これも後にデータで提示するが，サービス業は，一部の例外を除き，比較的
小規模な企業が多い。
（6）原価構成
一般にサービス業は変動費と固定費でいうところの固定費の割合である固定
費率が高く，逆に変動費率が低い。また，サービス業は経費率が高いことが知
られている。固定資産の割合については，サービス業は固定比率はともかく売
上高固定費比率が圧倒的に高いことが知られている。それ以外には，人件費率
が高いことが特徴である（注 2）。
（注２）サービス業の原価構成について，帝国データバンクの『全国企業財務諸表分析統計』
の現時点で入手できる2017年最新版によると，変動費率と固定費率の割合については，一
般に製造業の変動費率は58.3%，固定費率が38.1%であるのに対して，サービス業の変動費
率は39.0%，固定費率が55.9%であり，高い固定費率である。ちなみに他の非製造業とも比
較すると，卸・小売業の変動費率は69.0 %，固定費率が29.2%で変動費が高く，建設業は
変動費率58.3%，固定費率が39.2%でありこれも変動費が高く，運輸・通信業は変動費率
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38.1%，固定費率が58.6%で，サービス業と同様，固定費型である。
　　また，経費率については，売上高販売費管理費率で比較すると、製造業が22.5%であるの
に対して，サービス業は48.7%と高い数値を示している。ちなみに卸・小売業の販売費管理
費率は29.3 %で，建設業は24.5%，運輸・通信業は29.9%でサービス業が圧倒的である。
　　次に，固定資産の割合について，自己資本に占める固定資産の割合である固定比率は，製
造業が215.1%であるのに対して，サービス業は191.2%と製造業よりは低い。ちなみに卸・
小売業は224.7 %で，建設業は168.7%，運輸・通信業は354.4%で，サービス業は運輸・通
信業，卸・小売業に次ぐ。これが売上高に対する固定資産の割合である売上高固定費比率に
なると，財務省の「法人企業統計」の現時点で入手できる2017年の最新データから計算す
ると，売上高固定費比率は製造業では59.8%であるのに対して，サービス業では133.6%で，
圧倒的に高い。ちなみに卸・小売業の売上高固定費比率は23.4%で，建設業は26.2%，運輸・
郵便業は103.5%でサービス業が圧倒的である。
　　サービス業は，それ以外に人件費の割合が高い。売上高人件費率は，同じく「法人企業統
計」の2017年のデータから計算すると，製造業では14.0%であるのに対して，サービス業
では27.7%であった。これは人的労働に依存する傾向が強いことによると考えられる。ちな
みに卸・小売業の売上高人件費率は7.2%で，建設業は15.9%，運輸・郵便業は21.3%で，サー
ビス業が圧倒的である。
②サービス業の特徴と管理会計
まず，サービス業における「利益計画」について，製造業などにおいては短
期的な利益計画では，原価を変動費と固定費に分解し，次期の売上をいくら増
やせば原価がいくらになり，利益はいくらになるかといった CVP 分析などが
利用されている。しかし上述のように固定費の割合が高いサービス業にあって
は，CVP分析の利用は，それほど有効でないと指摘されてきた。このようなサー
ビス業の「利益計画」はどのような手法がどのように使われているのか，次節
以降でデータをもとに検討する。
次に，サービス業の「原価企画」について，原価企画は製造業，とくに加工
組立型製造業において実践されてきた。しかし，小田切（2013）は，サービス
業やサービス組織においてもその利用が増加しつつあるとして，病院における
治療プロトコルの例をあげている。治療プロトコルとは特別な診断を伴う患者
について選択された治療ステップのことで，これを設計することが，製造業に
おける製品設計に該当するとして，原価企画の手法を用いることで，治療開始
前の段階で原価の源流管理ができるとしている（小田切，2013）。こうしたサー
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ビス業の「原価企画」について，次節以降でデータをもとに検討する。
次に，サービス業の「原価管理」について，製造業においては，見込大量生
産が行われている場合には，その生産の成果であるアプトプットの標準化は容
易である。これは原価計算対象である製品の標準化であり，この場合，その製
品を構成する部品や半製品，材料，機械，作業方法など製品の製造に必要なす
べての要素が標準化可能である。一方，サービス業の場合，既にみたようにサー
ビスならびにサービス提供業務とも標準化は困難である。通常，生産性はアウ
トプットとインプットの諸要因により測定されるが，既にみたアウトプットの
標準化の困難性および外部要素の存在があるため，このような因果関係を捉え
ることは一般に困難である（小田切，2002）。
また，サービス業では，サービスやサービスの提供業務の標準化が困難であ
るばかりではなく，顧客の個別的要求に応じる必要から個別性が強いという点
がある。したがって一般的には「標準原価計算」の利用は困難である（青木，
200；小田切，2002）と指摘される。こうしたサービス業の「標準原価計算」は，
実際にはどのようになっているのか，次節以降でデータをもとに検討する。
さらに，サービス業では，既にみたように製造業と比べて間接費，固定費の
割合が多く，直接費，変動費の割合が少ない。直接原価計算は，変動費だけで
製品原価を計算し固定費は期間原価とするものであるが，一般にサービス業で
はコストに占める固定費の割合が高いため，操業度に応じて変化するコストは
比較的小さな部分でしかない。そのため「直接原価計算」は有用でない（青木，
2000；小田切，2013）と指摘される。こうしたサービス業の「直接原価計算」は，
実際にはどのようになっているのか，次節以降でデータをもとに検討する。
さらに，サービス業における「ABC」の適用について，サービス業におけ
る原価計算導入の障害となっている特性，とくに作業の標準化などは，サー
ビスのアウトプットをアクティビティに結びつけるということさえできれば，
ABC により何らかのかたちで克服できる（小田切，2013）とされ，とりわけ，
わが国のサービス企業においては，ABC の導入こそが救世主となりうる最有
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力候補であるとの見解も多くあった。こうしたサービス業の「ABC」について，
次節以降でデータをもとに検討する。
次に，サービス業における「実体管理」について，小田切（2002）は，わ
が国の製造業は革新的実務を開発したとして，JIT，全社的品質管理（TQC），
原価企画などの独特な管理技法をあげ，わが国製造業のこうした手法は，工場
での在庫管理，原価管理，利益管理に留まらず，全社的事業効率の大幅な改善
をもたらすものであり，全社，全プロセスを網羅する経営成果達成につながっ
ているとする。しかし，残念ながらサービス業においてはこうした事業効率の
改善への歩みは起こってこなかった（小田切，2002）という。こうしたサービ
ス業の「実体管理」について，次節以降でデータをもとに検討する。
次に，サービス業における「予算管理」について，サービス業は，一般に間
接費の割合が高いので，予算による管理は重要である（小田切，2002）。月次
もしくは他の時間ベースで発生する原価額は，通常，予算において確定される
期間ごとに，一般には月次で実際原価と予算が対比され，重大な差異について
は，差異分析が行われ，適切な是正措置がおこなわれる（小田切，2002）。
青木（2000）では，サービス業の原価の特徴としては，固定費・間接費が多
いこと，標準原価計算が適用しにくいことがあり，標準原価計算による数値で
はなく，予算数値による管理が適切であるとし，アンケート調査の結果，ほと
んどのサービス業が予算管理を採用していたとしている。こうしたサービス業
の「予算管理」について，次節以降でデータをもとに検討する。
最後に，「業績管理」について，成功を収めている組織では特定期間内で達
成しようとする全社的な目標が確立されており，全社的目標の達成に向け，さ
らに各部門に対する目標も確立されている。このような目標の達成に向けて，
サービス業においては，業績管理はどのように行われ，業績管理で重視されて
いる財務指標や非財務指標にはどのようなものがあるのか。
先行研究（青木，2000；渡邊，2000）では，サービス業において有効な手法
として「顧客別収益性分析」が指摘される。顧客別収益性分析は，セグメント
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別損益計算の一種であり，顧客ごとに収益性を把握・分析するものである。こ
うした顧客別収益性分析は，本稿とはサービス業の範囲が異なるが，渡邊（2000）
の調査では，銀行・信託業，水運業，倉庫業では多く実践されていたが，飲食
業やホテル，旅館業では実践している企業はみられなかったとしている。サー
ビス業における業績管理は，実際にはどのようになっているのか。サービス業
の「業績管理」について，次節以降でデータをもとに検討する。
以上，先行研究の指摘するサービス業の特性や管理会計についてみたが，先
行研究におけるサービス業は，広義のサービス業を対象にしたもの，あるいは
それを念頭において考察したものが多く，本稿の対象とする狭義のサービス業
とは必ずしも守備範囲が一致しないことを付言しておく。次に回収データにつ
いて述べる。
Ⅲ．質問票調査の概要と回答企業
１．質問票調査の概要
本調査における調査対象企業は，拙稿（2014a；2014b）でも公表した 2013
年に調査した上場企業のデータと拙稿（2015a；2015b） でも公表した 2014 年
に調査した中小企業のデータ，および 2015 年に追加調査した非上場の大企業
および非上場の中小企業のデータである。これらはほぼ同じ質問内容で調査し
たものである。
拙稿（2014a；2014b）で発表した 2013 年に調査した上場企業は，金融業と
保険業を除く当時のすべての上場企業 3,259 社であり，2013 年６月 31 日を回
収期限として，2013 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業
の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 209 社（製造
業 102 社，非製造業が 107 社であった）で回収率は 6.22% であった。
拙稿（2015a；2015b）で公表した 2014 年に調査した非上場の中小企業は，
金融業と保険業を除く従業員数 100 名以上の非上場の企業で，資本金が５億円
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未満の中小企業である。該当する企業は8,027社あったが，この年は商用のデー
タベース内の「企業コード」から任意にランダムサンプリングした 3,500 社に
対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回
収期限後も含めた最終回収企業は 301 社（製造業 118 社，非製造業が 183 社で
あった）で回収率は 8.6% であった。
さらに上記に加え 2015 年に上記以外の非上場の大企業および非上場の中小
企業について追加調査した。2015 年に追加調査した非上場の大企業は，金融
業と保険業を除く従業員数 100 名以上の非上場の企業で，資本金が５億円以上
の大企業である。該当企業は 1,160 社であり，2015 年６月 30 日を回収期限と
して，2015 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理部
長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 123 社（製造業 54 社，
非製造業が 69 社であった）で回収率は 10.6% であった。
2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回
収企業は小計で 481 社（製造業 162 社，非製造業が 319 社）あり回収率は 8.83%
であった。
これらをトータルするとここまで蓄積した最終回収企業は 1,110 社（製造業
434 社，非製造業が 676 社）で回収率は 8.32% であった。本稿では，これら上
場企業と非上場の大企業および非上場の中小企業をあわせた 1,110 社を分析の
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対象とする。
本稿で使用するデータは上場企業のみならず，従業員数 100 名以上の非上場
の企業を含めたデータであるため，わが国企業を母集団とした管理会計実践の
実態を考察する標本としては，上場企業だけのデータよりも妥当性の高いもの
であるということができよう。
２．回答企業の業種と規模
ここまで蓄積した質問票調査の回答企業 1,110 社の属する業種については，
次表の通りであり，製造業 433 社（8.89%），情報・通信業 72 社（7.11%），建
設業 106 社（9.90%），不動産業 14 社（5.71%），卸・小売業 217 社（7.43%），
サービス業 158 社（7.77%），運輸業 93 社（8.00%），電気・ガス業 7 社（14.58%）
などであった。
図表１：回答企業の業種
発送 回収 回収率
製造業 4,870 433 8.89%
情報・通信業 1,012 72 7.11%
建設業 1,071 106 9.90%
不動産業 245 14 5.71%
卸・小売業 2,921 217 7.43%
サービス業 2,033 158 7.77%
運輸業 1,163 93 8.00%
電気・ガス業 48 7 14.58%
その他 33 5 15.15%
不明 　 5 　
13,396 1,110 8.29%
回収企業の業界分布について，発送企業の業界分布と適合していることをカ
イ二乗検定によって確認した（χ２= 15.238，自由度 =8，p=.055 ）。これをグ
ラフで示すと次図のようになる。
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図表 2：回答企業の業種（グラフ） 〇㐀ᴗ㻟㻥㻑༺኎䞉ᑠ኎ᴗ㻞㻜㻑୙ື⏘ᴗ㻝㻑 䛭䛾௚㻝㻑ᘓタᴗ㻝㻜㻑㟁Ẽ䞉䜺䝇ᴗ㻝㻑㐠㍺䞉಴ᗜᴗ㻤㻑᝟ሗ㏻ಙᴗ㻡㻑䝃䞊䝡䝇ᴗ㻝㻡㻑
本稿ではサービス業とご回答いただいた上記の 158 社を狭義の「サービス業」
と分類して検討する。なお，サービス業とそれを除く非製造業および産業全体
の規模の相違は以下の通りである。
①売上規模
サービス業，非製造業，産業全体の売上規模別の企業数については，字数の
制約が厳しいなか，本稿ではその数字を詳細に列挙する余裕はないが，本稿の
回収企業の売上規模別の企業数の割合をグラフで示すことにする。売上規模に
ついて，サービス業はやはり比較的小規模な企業が多かった。
図表３：サービス業，非製造業，産業全体の売上規模比較㻜㻑㻡㻑㻝㻜㻑㻝㻡㻑㻞㻜㻑㻞㻡㻑㻟㻜㻑㻟㻡㻑㻝㻜൨ᮍ‶㻝㻜൨䡚㻞㻜൨ᮍ‶㻞㻜൨䡚㻟㻜൨ᮍ‶㻟㻜൨䡚㻠㻜൨ᮍ‶㻠㻜൨䡚㻡㻜൨ᮍ‶㻡㻜൨䡚㻝㻜㻜൨ᮍ‶㻝㻜㻜൨䡚㻟㻜㻜൨ᮍ‶㻟㻜㻜൨䡚㻡㻜㻜൨ᮍ‶㻡㻜㻜൨䡚㻝㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻝㻜㻜㻜൨䡚㻞㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻞㻜㻜㻜൨䡚㻟㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻟㻜㻜㻜൨䡚㻝㻜㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻝㻜㻜㻜㻜൨௨ୖ䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ㠀〇㐀ᴗ඲⏘ᴗ
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サービス業と非製造業で差があるかどうか，売上高 1,000 億以上の企業数が
少ないところはひとまとめにしたところもあるが（以下，同様），カイ二乗検
定によって確認した結果，差があった（χ２= 72.647，自由度 =11，p=.000 ）。サー
ビス業と産業全体で差があるかどうか，カイ二乗検定によって確認した結果，
差があった（χ２= 82.591，自由度 =12，p=.000 ）。
サービス業とその他の非製造業も比較したところ，次のグラフのようになっ
た。売上規模について，サービス業と運輸業はやはり比較的小規模な企業が多
かった。
図表 4：サービス業，卸・小売業，建設業，運輸業の売上規模比較 䝃䞊䝡䝇ᴗ༺䞉ᑠ኎ᴗᘓタᴗ㐠㍺ᴗ㻜㻡㻝㻜㻝㻡㻞㻜㻞㻡㻟㻜㻟㻡㻠㻜㻠㻡㻝㻜൨ᮍ‶㻝㻜൨䡚㻞㻜൨ᮍ‶㻞㻜൨䡚㻟㻜൨ᮍ‶㻟㻜൨䡚㻠㻜൨ᮍ‶㻠㻜൨䡚㻡㻜൨ᮍ‶㻡㻜൨䡚㻝㻜㻜൨ᮍ‶㻝㻜㻜൨䡚㻟㻜㻜൨ᮍ‶㻟㻜㻜൨䡚㻡㻜㻜൨ᮍ‶㻡㻜㻜൨䡚㻝㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻝㻜㻜㻜൨䡚㻞㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻞㻜㻜㻜൨䡚㻟㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻟㻜㻜㻜൨䡚㻝㻜㻜㻜㻜൨ᮍ‶㻝㻜㻜㻜㻜൨௨ୖ䝟䞊䝉䞁䝖
サービス業と卸・小売業では，カイ二乗検定によって確認した結果，差があっ
た（χ２= 118.558，自由度 =11，p=.000 ）。同様にして，サービス業と建設業
では差があった（χ２= 43.154，自由度 =9，p=.000 ）。ただ，サービス業と運
輸業では差がなかった（χ２= 4.880，自由度 =9，p=.845 ）。
②総資産規模
総資産規模についても，サービス業はやはり比較的小規模な企業が多かった。
サービスと非製造業で差があるかどうか，カイ二乗検定によって確認した結果，
差があった（χ２=53.147，自由度 =11，p=.000）。また，サービス業と産業全
体で差があるかどうか，カイ二乗検定によって確認した結果，差があった（χ２
= 77.493，自由度 =12，p=.000 ）。
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サービス業とその他の非製造業も比較したところ，総資産規模については，
サービス業と運輸業はやはり比較的小規模な企業が多かった。サービス業と
卸・小売業では，カイ二乗検定によって確認した結果，差があった（χ２= 
72.965，自由度 =11，p=.000 ）。同様にして，サービス業と建設業では，差が
あった（χ２= 33.300，自由度 =9，p=.000 ）。ただ，サービス業と運輸業では，
差がなかった（χ２= 3.594，自由度 =8，p=.892 ）。
③従業員規模
従業員規模について，サービス業，非製造業，産業全体の従業員規模につい
ては，次のグラフのようになった。サービス業は従業員規模としては，非製造
業，産業全体と大差はないように見受けられる。
図表 5：サービス業，非製造業，産業全体の従業員規模比較㻜㻑㻡㻑㻝㻜㻑㻝㻡㻑㻞㻜㻑㻞㻡㻑㻟㻜㻑㻟㻡㻑㻠㻜㻑㻠㻡㻑㻡㻜ே䡚㻝㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜㻜ே䡚㻟㻜㻜㻜ேᮍ‶㻟㻜㻜㻜ே䡚㻠㻜㻜㻜ேᮍ‶㻠㻜㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜㻜ேᮍ‶ 㻝㻜㻜㻜㻜ே௨ୖ䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ㠀〇㐀ᴗ඲⏘ᴗ
サービス業と非製造業で差があるかどうか，質問紙郵送後に従業員数が 100
人未満になった企業も 100 人～ 200 人未満に含めて，また，従業員数 3,000 人
以上の人数が少ないところはひとまとめにしたところがあるが（以下，同様），
カイ二乗検定によって確認した結果，差がなかった（χ２= 4.350，自由度 =5，
p=.500）。サービス業と産業全体で差があるかどうか，カイ二乗検定によって
確認した結果，差がなかった（χ２= 6.838，自由度 =6，p=.336 ）。
サービス業とその他の非製造業も比較したところ，次のグラフのようになっ
た。サービス業は従業員規模としては，卸・小売業，建設業，運輸業とも大差
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はないように見受けられる。
図表 6：サービス業，卸・小売業，建設業，運輸業の従業員規模比較㻜㻑㻡㻑㻝㻜㻑㻝㻡㻑㻞㻜㻑㻞㻡㻑㻟㻜㻑㻟㻡㻑㻠㻜㻑㻠㻡㻑㻡㻜㻑㻡㻜ே䡚㻝㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜㻜ே䡚㻟㻜㻜㻜ேᮍ‶㻟㻜㻜㻜ே䡚㻠㻜㻜㻜ேᮍ‶㻠㻜㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜㻜ேᮍ‶ 㻝㻜㻜㻜㻜ே௨ୖ䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ༺䞉ᑠ኎ᴗᘓタᴗ㐠㍺ᴗ
サービス業と卸・小売業では，カイ二乗検定によって確認した結果，差がな
かった（χ２= .783，自由度 =6，p=.993 ）。同様にして，サービス業と建設業
でも差がなかった（χ２= 7.237，自由度 =5，p=.204 ）。サービス業と運輸業で
も差がなかった（χ２= 10.367，自由度 =5，p=.065 ）。
以上よりサービス業と非製造業，産業全体には，売上規模，総資産規模には
差があるが，従業員規模には差がない。業種が異なるため当然のことながら売
上規模や総資産規模には相違があったが，従業員規模には違いがないことにな
る。また，サービス業と卸・小売業，建設業，運輸業も同様であった。したがっ
て，企業規模にはそれほど深刻な差はないものとして考察することが可能であ
ろう。
ちなみにこの度のサービス業の「業態」については，「労働集約型」と回答
した企業が半数以上を占め，グラフにすると次図の通りであった。
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図表７：回答サービス業の業態䛭䛾௚㻝㻠㻑 ປാ㞟⣙ᆺ㻡㻠㻑 ⿦⨨ᆺ㻠㻑ཷὀ⏕⏘ᆺ㻝㻠㻑䝥䝻䝆䜵䜽䝖ᆺ㻝㻞㻑 㔞⏘ᆺ㻞㻑
以上を踏まえて，次節以降においては，わがサービス業 158 社における管理
会計実践の実態について，サービス業以外の非製造業やサービス業以外の産業
全体さらには同じ非製造業の卸・小売業 217 社，建設業 106 社，運輸・倉庫業
93 社などとも比較しながら検討する。
Ⅳ．わが国サービス業における管理会計実践の実態
１．わが国サービス業における管理会計実践の概要
①わが国サービス業における管理会計手法
わが国サービス業の管理会計手法である利益計画，意思決定のための管理会
計，原価企画，原価管理，ABC/ABM，実体管理，予算管理，MPC，業績管理，
BSC の「行う」，「行わない」について尋ねた結果は次表のようになった。
図表 8：サービス業，非製造業，産業全体の各種管理会計手法の「有無」
利益計画 意思決定
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 153（90.5%）464（92.1%）856（91.4%）119（70.4%）333（66.1%）645（68.8%）
行わない 16（9.5%） 40（7.9%） 81（8.6%） 50（29.6%）171（33.9%）292（31.2%）
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原価企画 原価管理
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 41（24.3%）120（23.8%）360（38.4%）121（71.6%）334（66.3 %）723（77.2%）
行わない 128（75.7%）384（76.2%）577（61.6%） 48（28.4%）170（33.7%）214（22.8 %）
ABC/ABM 実体管理
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 16（9.5%） 28（5.6%） 60（6.4%） 28（16.6%）107（21.2%）363（38.7%）
行わない 153（90.5%）476（94.4%）877（93.6%）141（83.4%）397（78.8%）574（61.3%）
予算管理 MPC
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 144（85.2%）446（88.5%）818（87.3%） 12（7.1%） 35（6.9%） 56（6.0%）
行わない 25（14.8 %） 58（11.5%）119（12.7%）157（92.9%）469（93.1%）881（94.0%）
業績管理 BSC
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 146（86.4%）441（87.5%）808（86.2 %） 19（11.2%） 42（8.3%） 67（7.2%）
行わない 23（13.6%） 63（12.5%） 129 （13.8%）150（88.8%）462（91.7%）870（92.8%）
わが国サービス業においても，「利益計画」（90.5%），「業績管理」（86.4%），「予
算管理」（85.2%）については，多くの企業で行われていた。「意思決定のため
の管理会計」は 70.4% の企業で行なわれ，他の産業よりも多い。
また，「原価管理」については 71.6% の企業で行われ，サービス業を除く非
製造業の 66.3% に比べて高く , サービス業を除く全産業の 77.2% と比べれば低
い。第Ⅱ節でみた先行研究ではサービス業の原価管理は困難であることが指摘
されていることをみたが，かなり行われていたといえる。また，「原価企画」
も 24.3% の企業で行われ，非製造業の 23.8% と比べてやや高く，産業全体の
38.4% には及ばなかったが，サービス業においても原価企画が行われていない
わけではないことがわかった。「実体管理」は管理会計手法というわけではな
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いが，対比のために尋ねたところ 16.6% であり，非製造業の 21.2% よりも低く，
全産業の 38.7% と比べると低かった。さらに，「ABC/ABM」や「MPC」，「BSC」
などはやはりほとんど採用がなかった。
各手法の「有無」については，サービス業と非製造業でカイ二乗検定を行っ
たが，有意な差は認められなかった（5% 水準，以下同様）。サービス業と全
産業でカイ二乗検定を行った結果，「原価企画」（χ２= 12.422，自由度 =1，
p=.000），「実体管理」（χ２= 30.799，自由度 =1，p=.000）の有無に差がみられた。
サービス業とその他の非製造業とも比較してみると，まず，サービス業と
卸・小売業では，「利益計画」（χ２= 5.557，自由度 =1，p=.016），「原価管理」
（χ２= 15.254，自由度 =1，p=.000），「予算管理」（χ２= 3.550，自由度 =1，
p=.043），「業績管理」（χ２= 4.192，自由度=1，p=.031）で有意な差がみられた。「利
益計画」と「予算管理」，「業績管理」では，卸・小売業のほうがより実践程度
が高く，「原価管理」ではサービス業のほうが高かった。
次に，サービス業と建設業では，カイ二乗検定を行ったところ，「原価企画」
（χ２= 3.633，自由度 =1，p=.039），「原価管理」（χ２= 25.769，自由度 =1，
p=.000），「実体管理」（χ２= 4.616，自由度 =1，p=.024）で有意な差がみられ，「原
価企画」と「原価管理」，「実体管理」とも，建設業のほうがより実践程度が高
かった。
さらに，サービス業と運輸業では，カイ二乗検定を行ったところ，BSC はケー
ス数が少ないので除くと，「利益計画」（χ２= 8.506，自由度 =1，p=.004），「意
思決定のための管理会計」（χ２= 6.387，自由度 =1，p=.009），「原価管理」（χ２
= 8.417，自由度 =1，p=.003）で有意な差がみられ，「利益計画」と「意思決定
のための管理会計」，「原価管理」とも，サービス業のほうで実践程度が高かった。
以上，各管理会計手法の有無についてみたが，次にこうした各手法が管理会
計実務のなかで占める「割合」についてみてみる。
②わが国サービス業における管理会計手法の管理会計実務に占める割合
わが国サービス業の管理会計実務において，利益計画，意思決定のための管
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理会計，原価企画，原価管理，実体管理，予算管理，MPC，業績管理，BSC
のそれぞれがどのくらいのウエイト，割合で行われているかを７点リッカート
スケール（「１　非常に少ない」から「７　非常に多い」）で調査した。その結
果は，次表の通りである。以下，有効回答数（Ｎ），平均（Ｍ），標準偏差（Ｓ
Ｄ）の順に示すことにする。
図表 9：サービス業，非製造業，産業全体の各管理会計手法の管理会計実務に占める「割合」
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
利益計画 152 5.28 1.32 461 5.11 1.27 851 5.12 1.31 
意思決定 116 5.03 1.32 330 4.92 1.16 642 4.92 1.20 
原価企画 37 4.57 1.19 113 4.34 1.57 344 4.29 1.56 
原価管理 119 5.45 1.21 328 5.06 1.26 710 5.01 1.28 
ABC/ABM 21 3.67 2.18 34 3.71 1.53 77 3.51 1.55 
実体管理 21 4.71 1.38 97 4.51 1.17 328 4.48 1.32 
予算管理 137 5.34 1.41 431 5.22 1.24 788 5.17 1.25 
MPC 11 5.64 1.12 31 5.03 1.70 52 4.90 1.59 
業績管理 133 4.92 1.44 424 4.98 1.28 768 4.97 1.27 
BSC 16 4.19 1.60 36 3.89 1.56 58 3.91 3.91
サービス業においては，MPCはサンプル数が少ないため除いて考えると，「原
価管理」（5.45），「予算管理」（5.34），「利益計画」（5.28），「業績管理」（4.92）
などの順で管理会計業務のなかで占める「割合」が多かった。「原価管理」の
管理会計実務に占める「割合」については，サービス業という本稿のくくりで
は，非製造業や産業全体よりも原価管理が多いということが驚きであった。
それを検証するために，各種手法の「割合」について，サービス業と非製造
業で Mann-Whitney の検定を行った結果，「原価管理」に差がみられ，サービ
ス業のほうが大きかった。また，サービス業と産業全体で比較すると，「原価
管理」と「予算管理」に差がみられ，サービス業のほうが大きかったことが驚
きであった。表の網掛部分は Mann-Whitney の検定で差がでた部分である（以
下，同様）。
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２．利益計画
利益計画の実践企業は既にみたように 90.5% で，非製造業の 92.1%，産業全
体の 91.4% よりはわずかに少なかった。
利益計画の手法については，先行研究（吉田他，2012）を参考にして，そ
の重視度を７点リッカートスケール（「１　全く重視していない」から「７　
非常に重視している」）で調査した結果，「見積財務諸表」（5.04），「原価企画」
（5.01），「SWOT 分析」（4.20），「CVP 分析」（4.17），「製品ポートフォリオ」（3.71）
の順に重視されていた。
利益計画の手法については，サービス業と非製造業，サービス業と産業全体
で Mann-Whitney の検定を行ったが，差がみられなかった。サービス業とそ
の他の非製造業の業種も比較してみると，サービス業と卸・小売業では，利益
計画としての「原価企画」の重視度で差がみられ，サービス業でより重視され
ていた。サービス業と建設業で比較すると利益計画としての「原価企画」の重
視度で差がみられ，建設業のほうがさらにより重視されていた。サービス業と
運輸業との間には差はみられなかった。
３．意思決定のための管理会計
「意思決定のための管理会計」すなわち意思決定のために利用する管理会計
があるか否かを尋ねたところ，70.4% の企業で行われ，非製造業の 66.1%，産
業全体の 68.8% よりも多かった。
「意思決定のための管理会計」の手法について，同様にして尋ねたところ，「経
営分析」（5.19），「直接原価計算」（4.85），「CVP・損益分岐点分析」（4.59），「設
備投資の経済計算」（4.24），「差額原価収益分析」（3.78）の順で重視されていた。
意思決定のための管理会計の手法については，サービス業と非製造業，サー
ビス業と産業全体で Mann-Whitney の検定を行ったが，差がみられなかった。
サービス業とその他の非製造業も比較したところ，サービス業と卸・小売業で
は，「直接原価計算」の重視度で差がみられ，サービス業でより重視されていた。
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同様にして，サービス業と建設業では，「直接原価計算」と「差額原価収益分析」
の重視度で差がみられ，これらは建設業のほうでより重視されていた。サービ
ス業と運輸業との間には差はみられなかった。
直接原価計算の重視度については，第Ⅱ節でもみたように先行研究ではサー
ビス業の実践程度は低いとされていたが，たしかに建設業よりは低いが，卸・
小売業よりは高いという結果であった。
４．原価企画
原価企画については，サービス業の実践企業は 41 社の 24.3% で，非製造業
の 23.8% と同様少なく，産業全体の 38.4% に比べてかなり少なかった。その
有無については，サービス業と非製造業では，有意な差はなく，サービス業と
産業全体では，有意な差がでたことは既にみた通である。サービス業とその他
の非製造業も比較してみると，サービス業と建設業では，建設業のほうで実践
程度が高かったことも既にみた。原価企画の管理会計実務で占める割合は，サー
ビス業と卸・小売業にのみ差がみられ，サービス業のほうが実務に占める割合
が高かった。
サービス業の原価企画については，採用率が少なかったため，推測統計によ
る解析は行えなかったが，回収できたサンプルの記述統計は示すことにする。
①目標原価の達成手段
まず，目標原価の達成手段について，7 点リッカートスケール（「１　全く
重視していない」から「７　非常に重視している」）で尋ねたところ，サービ
ス業では「VE」（4.52），「部品の共通・標準化」（4.37），「VA」（4.35），「構想
段階でのティアダウン」（3.92），「IE」（3.91）の順となった。　
全産業に同じ質問をしたため，サービス業にそぐわない質問項目もあったか
と思われるが，「VE」，「部品の共通・標準化」，「VA」などを「どちらともい
えない」程度には重視していたことにむしろ驚いた。
ただ，非製造業の原価企画については，筆者が訪問調査した企業のなかでも，
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上記の目標原価達成手段とは全く異なる手段をとる業界・業種の企業もあり，
さらなる調査が不可欠であろう。 
②原価企画の機能
さらに原価企画の機能について，同様に尋ねた結果，「要求品質・機能の実
現」（5.35），「原価低減」（5.21），「製品コンセプトの実現」（4.81）の順であった。
原価企画の機能については，「原価低減」よりも，「要求品質・機能の実現」が
重視されていた。 
③原価企画の逆機能
さらに原価企画の逆機能について，同様にして調査した結果，「組織内のコ
ンフリクト」（4.19）は，「どちらともいえない」程度で，それ以外はあまり当
てはまる質問項目はなかった。
５．原価管理
サービス業における原価管理について，まず実践企業は，既にみたように
121 社の 71.6% で，非製造業の 66.3% より多く，産業全体の 77.2% に比べれ
ば少なかった。原価管理の有無については，サービス業と非製造業，サービス
業と産業全体でカイ二乗検定を行ったが，差がみられず，サービス業は卸・小
売業や運輸業よりは実践程度が高かったが，建設業よりは実践程度が低かった
ことも既にみた。
原価管理の管理会計実務のなかで占める割合については，「非常に多い」
18.5%，「かなり多い」36.1%，「やや多い」27.7% で，予想したよりもかなり多かっ
た。サービス業と非製造業，サービス業と産業全体で，Mann-Whitney の検
定を行ったところ，サービス業のほうが実務に占める「割合」が大きかったこ
とは驚きであった。
①原価管理の対象
まず，原価管理の対象について，7 点リッカートスケール（「１　全く重視
していない」から「７　非常に重視している」）で尋ねたところ，サービス業
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では「労務費」（5.86）の重視度が最も高く，次いで，「経費」（5.42）が高い。
それ以下は，「製造原価」（5.38），「一般管理費」（5.15），「材料費」（5.13），「販
売費」（4.99），「製造間接費」（4.78）の順であった。
図表 10：サービス業，非製造業，産業全体の「原価管理の対象」の重視度
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
製造原価 88 5.38 1.53 267 5.42 1.46 642 5.77 1.21 
材料費 89 5.13 1.46 251 5.05 1.57 602 5.56 1.31 
労務費 111 5.86 1.00 283 5.59 1.20 637 5.63 1.08 
経費 97 5.42 1.13 275 5.39 1.08 622 5.46 1.07 
製造間接費 83 4.78 1.53 234 4.74 1.46 570 5.05 1.31 
販売費 88 4.99 1.30 254 5.13 1.24 583 4.98 1.26 
一般管理費 91 5.15 1.18 259 5.23 1.17 582 5.08 1.19 
サービス業と非製造業で Mann-Whitney の検定を行ったところ，「労務費」
に差がみられた。サービス業ではやはり「労務費」が重視されていた。また，サー
ビス業と産業全体では，「製造原価」，「材料費」，「労務費」に差がみられ，「労
務費」はサービス業のほうが重視度は高いが，それ以外の「製造原価」，「材料費」
は，産業全体のほうが高かった。製造業を含む産業全体としては，「製造原価」，
「材料費」の重視度が高くなるのは当然であろう。
②原価管理の手法
次に，原価管理の手法について，同様にして尋ねたところ，伝統的な原価計
算手法である「実際原価計算」（5.38），「直接原価計算」（4.85）の重視度はや
や高く，「CVP・損益分岐点分析」（4.29），「標準原価計算」（4.12）はどちら
ともいえず，「原価企画」は（3.68）でやや低く，「ABC/ABM」（3.20）は他の
産業よりは若干，高いかもしれないが，「特殊原価調査」（3.19），「品質原価計算」
（3.18），「ライフサイクルコスティング」（3.03）などはあまり重視されていな
かった。
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図表 11：サービス業，非製造業，産業全体の「原価管理の手法」の重視度
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
実際原価計算 96 5.38 1.45 275 5.47 1.29 585 5.51 1.29 
標準原価計算 67 4.12 1.86 167 4.13 1.62 451 4.75 1.69 
直接原価計算 73 4.85 1.85 174 4.63 1.73 420 4.61 1.70 
CVP・損益分岐点分析 69 4.29 1.72 170 4.37 1.35 422 4.51 1.39 
原価企画 62 3.68 1.73 155 3.63 1.58 388 3.85 1.60 
特殊原価調査 59 3.19 1.72 139 3.02 1.41 342 3.23 1.51 
ABC ／ ABM 59 3.20 1.79 140 3.04 1.62 336 2.96 1.54 
ライフサイクルコスティング 58 3.03 1.65 143 3.13 1.49 341 3.01 1.44 
品質原価計算 57 3.18 1.77 145 3.24 1.55 343 3.13 1.50
原価管理の手法については，サービス業と非製造業で Mann-Whitney の検
定を行ったが，差がみられなかった。また，サービス業と産業全体では，「標
準原価計算」に差がみられた。これらは製造業を含む産業全体のほうがその重
視度が高かった。標準原価計算は第Ⅱ節でもみたように製造業などでより重視
され，サービス業ではそれほど重視されていないのであろう。
サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービス業と卸・小売業
で Mann-Whitney の検定を行ったところ，「実際原価計算」，「直接原価計算」
で有意な差がで，サービス業のほうがその重視度が高かった。サービス業と建
設業では「実際原価計算」で有意な差がで，建設業のほうが高かった。サービ
ス業と運輸業では，差がみられなかった。
原価管理は全般的に第Ⅱ節でもみたように標準原価計算などの手法は製造業
のほうが重視されていたが，非製造業のなかでは建設業ほどではないが，卸・
小売業や運輸・倉庫業などよりも「原価管理」は重視されているようであった。
次にそれぞれの原価計算手法の利用目的について，複数回答可で尋ねた結
果についてみてみる。本稿でも拙稿（2014a；2014b；2015 a；2016；2018a；
2018b；2018c）と同様，回答数を分母としたパーセントで示すことにする（以
下，同様）。
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a. 実際原価計算の目的
実際原価計算の目的としては，「利益管理」（28.2%），「原価管理」（24.6%），
「財務諸表作成」（21.4%），「経営計画策定」（13.9%），「意思決定」（11.9%）の
順であった。
図表 12：サービス業，非製造業，産業全体の「実際原価計算」の目的㻜㻚㻜㻡㻚㻜㻝㻜㻚㻜㻝㻡㻚㻜㻞㻜㻚㻜㻞㻡㻚㻜㻟㻜㻚㻜㻟㻡㻚㻜 ㈈ົㅖ⾲సᡂ ฼┈⟶⌮ ពᛮỴᐃ ཎ౯⟶⌮ ⤒Ⴀィ⏬⟇ᐃ䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ 㠀〇㐀ᴗ ⏘ᴗ඲య
記述統計レベルではあるが，サービス業では，「財務諸表作成目的」で実際
原価計算を行う企業はやや少なく，「経営計画策定目的」で行う企業がやや多
いようであった。
b. 標準原価計算の目的
標準原価計算の目的としては，複数回答可で尋ねたところ，「予算編成・統
制」（40.8%），「製品原価算定」（26.3%），「原価統制」（22.4%），「記帳の簡略化・
迅速化」（10.5%）の順であった。
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図表 13：サービス業，非製造業，産業全体の「標準原価計算」の目的㻜㻡㻝㻜㻝㻡㻞㻜㻞㻡㻟㻜㻟㻡㻠㻜㻠㻡 〇ရཎ౯⟬ᐃ ཎ౯⤫ไ ண⟬⦅ᡂ䞉⤫ไ グᖒ䛾⡆␎໬䞉㎿㏿໬䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ 㠀〇㐀ᴗ ඲⏘ᴗ
記述統計レベルではあるが，サービス業では，「原価統制」目的よりも「予
算編成・統制」目的が多かった。第Ⅱ節の先行研究でも指摘されていたように，
標準原価による管理よりも予算編成によって管理されているのであろう。
c. 直接原価計算
直接原価計算の利用目的としては，「原価管理」（38.7%），「利益計画」（35.8%），
「経営意思決定」（25.5%）の順であり，「原価管理」目的がやや多い。
d. 特殊原価調査
特殊原価調査といわれる短期的な意思決定の方法は，「受注か否か」（28.9%），
「販売価格の決定」と「自制か購入か」が共に（26.7%），「プロダクト・ミッ
クスの決定」（6.7%）などの順で用いられていた。「自制か購入か」と「販売
価格の決定」がやや高いくらいで，他の産業とそれほど変わらなかった。
③原価管理の問題点
原価管理上の問題点としては，先行研究（高橋，2004）を参考にして，７点
リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常にあてはまる」）
で尋ねたところ，「タイムリーな情報が提供できない」（4.11），「原価意識が低
い」（3.91），「責任と権限の明確化ができていない」（3.71），「管理基準が設定
できていない」（3.50），「計算制度・報告制度が整っていない」（3.47）の順で，
「タイムリーな情報が提供できない」のみが「どちらともいえない」程度であり，
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それ以外はあまり当てはまらなかった。このようなことを踏まえると弟Ⅱ節で
もみた先行研究とは裏腹に，サービス業は，原価管理の問題点が少なかった。
④製造間接費の配賦
製造間接費を配賦する企業は 65.4% に過ぎず，「なし（配賦はしていない）」
が（34.6%）にのぼった。配賦計算実施企業で配賦する配賦基準は，製造間接
費の内容により配賦基準を変更する「複数配賦基準」（29.8%），生産量，直接費，
機械運転時間などの「操業度基準」（27.9%）などの順であり，非製造業や産
業全体に比べて，そもそも配賦をしない企業が多いようであった。
６．ABC/ABM
ABC は採用企業が 16 社の 9.5% で，これは非製造業の 5.6%，全産業の 6.4%
と同様，低かった。ただ，他の産業よりもほんの若干ではあるが，高いように
も見受けられる。これは第Ⅱ節でもみたようにサービス業における ABC の有
効性が指摘されてきたことにも一因があるかもしれない。
ただ，ABC については，サンプル数が非常に少ないので，推測統計による
解析は行えず，記述統計についても省略する。
７．実体管理
実体管理を行う企業は 28 社の 16.6% で，非製造業の 21.2% より少く，産業
全体の 38.7% に比べてかなり少なかった。サービス業と非製造業では，差は
認められず，サービス業と全産業では，有意な差がみられたことは既にみた。
サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービス業と卸・小売業
では，差がみられず，サービス業と建設業では，建設業のほうで実践程度がよ
り高かった。サービス業と運輸業でも差はなかったことは既にみた。
サービス業の実体管理については，採用数が 28 社と少なかったため，推測
統計による解析は行なえず，記述統計も省略する。
ただ，サービス業でやや重視されていたのは「QC サークル」くらいで，「方
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針管理」は「どちらともいえない」程度であり，それ以外は重視されていなかった。
８．組織形態
組織形態については，「職能別組織」が 18.5%，「事業部ないし事業本部制組織」
が 66.0% であった。ほとんどの企業が事業部制ないし事業本部制組織，そし
て職能別組織の形態をとっていた。それ以外は次図のようになった。
図表 14：サービス業，非製造業，産業全体の「組織形態」の比較㻜 ⫋⬟ู⤌⧊ ஦ᴗ䠄ᮏ䠅㒊ไ⤌⧊ 䜹䞁䝟䝙䞊ไ⤌⧊ 䝬䝖䝸䝑䜽䝇⤌⧊ 䝣䝷䝑䝖⤌⧊ 䛭䛾௚䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ㠀〇㐀ᴗ඲⏘ᴗ
「組織形態」については，サービス業では職能別組織よりも事業（本）部制
組織がかなり多いのが特徴であった。カンパニー制組織は事業（本）部制組織
に含め，マットリックス組織，フラット組織はその他にまとめて，サービス業
と非製造業でカイ二乗検定を行ったところ，有意差はみられなかった（χ２= 
1.423，自由度 =2，p=.491）。サービス業と産業全体でカイ二乗検定を行ったと
ころ，有意な差がみられた（χ２= 15.023，自由度 =2，p=.001）。サービス業は
製造業を含む産業全体と比べて，「事業（本）部制組織」が多く職能別組織が
少ないのであろう。サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービ
ス業と卸・小売業，サービス業と建設業，サービス業と運輸業とも差はなかった。
９．組織管理のための管理会計
組織形態については，事業（本）部制組織や職能別組織をはじめとする形態
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があったが，次にこれらはどのように管理されているのかについて調査した。
①部門単位での経理担当者の有無
まず，部門単位での経理担当者の有無については，「あり」30 社（18.1%）で，
「なし」が 136 社（81.9%）であった。サービス業と非製造業，サービス業と
全産業でカイ二乗検定を行ったが，業種と部門単位での経理担当者の有無には
差がなかった。サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービス業
と卸・小売業では差がみられず，サービス業と建設業では，有意な差がみられ
（χ２= 14.635，自由度 =1，p=.000），建設業のほうが「部門単位での経理担当者」
が多かった。さらに，サービス業と運輸業では差はなかった。
②組織管理のための管理会計の制度
次に，サービス業における組織管理のための管理会計の制度については，7
点リッカートスケール（「１　全く機能していない」から「７　非常に機能し
ている」）で尋ねたところ，「本社費の配賦」（5.01），「社内振替価格の設定」
（3.86），「社内金利制度」（2.02），「社内資本金制度」（1.71）の順であった。ただ，
これらはサービス業，非製造業，全産業とも「本社費の配賦」を除いて，それ
ほど実践されているとはいえないであろう。
10．予算管理
サービス業において，予算管理を行う企業は既にみたように 85.2% で，非
製造業の 88.5%，産業全体の 87.3% よりはやや少なかった。予算管理の有無は，
サービス業と非製造業，サービス業と産業全体では差がなく，サービス業と卸・
小売業を比較すると，卸・小売業のほうがその実践程度が高かったことは既に
みた。
また，サービス業における予算管理の管理会計実務に占める割合は「非常に
多い」19.0%，「かなり多い」38.0%，「やや多い」17.5% で，管理会計実務の
なかで多くを占める。これはサービス業と非製造業では差がなく，サービス業
と産業全体では，サービス業のほうが多かったことは既にみた通である。サー
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ビス業にとっては，予算管理は大きな割合を占めるようである。
①各種予算のウエイト
まず，各種予算のウエイトについて７点リッカートスケール（「１　非常に
少ない」から「７　非常に多い」）で尋ねたところ，サービス業では，「損益予算」
（6.01）のウエイトが高く，「販売予算」（5.27）がやや高く，「資金予算」（4.39）
や「製造予算」（4.19）などはどちらともいえず，「研究開発予算」（3.17），「資
本予算」（3.16）などはややウエイトが低かった。
図表 15：サービス業，非製造業，産業全体の「各種予算のウエイト」
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
損益予算 141 6.01 1.00 429 6.08 0.89 784 6.05 0.94 
資金予算 97 4.39 1.72 318 4.35 1.60 610 4.48 1.58 
資本予算 87 3.16 1.59 253 3.02 1.52 497 3.20 1.53 
販売予算 104 5.27 1.57 336 5.57 1.39 638 5.60 1.37 
製造予算 86 4.19 1.95 258 3.67 1.98 570 4.76 1.86 
研究開発予算 84 3.17 1.75 247 2.83 1.71 535 3.76 1.87
サービス業と非製造業で Mann-Whitney の検定を行った結果，「製造予算」
に差がみられた。アンケート調査は，全産業に対して同じものを送付したので，
サービス業にそぐわない質問項目もあったかと思われるが，「製造予算」とし
てご回答いただいたものは，サービスを生産し顧客に提供するための予算であ
ると考えられ，以下その仮定の下で考察するとすれば，サービス業における「製
造予算」のウエイトは，非製造業のなかでも高いようである。
サービス業と全産業では，「販売予算」，「製造予算」，「研究開発予算」に差
がみられ，これらはさすがに産業全体のほうでウエイトが大きかった。サービ
ス業では，製造業でいう製造はもちろん行われていないし，それに伴う研究開
発がないからであろう。
サービス業とその他の非製造業種も比較してみると，サービス業と卸・小売
業では，「販売予算」，「製造予算」，「研究開発予算」に差がみられ，「販売予算」
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については，卸・小売業のほうがそのウエイトが高く，「製造予算」，「研究開
発予算」については，サービス業のほうがそのウエイトが高かった。サービス
業と建設業では，差がみられなかった。サービス業と運輸業では「資本予算」，「製
造予算」，「研究開発予算」に差がみられ，これらはサービス業のほうがそのウ
エイトが高かった。
②予算管理の目的
次に，予算管理の目的について，先行研究（山田他，2003）を参考にして，
７点リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常にあて
はまる」）で調査した結果，「所要の収益性の実現」（5.94）が最も重視され，「部
門の業績評価」（5.51）が続き，「財務安全性の確保」（4.57），「所要の原価引下げ」
（4.53），「資源配分の有効性の達成」（3.85）の順であった。
予算管理の目的について，サービス業と非製造業，サービス業と産業全体で
Mann-Whitney の検定を行ったが，差がみられなかった。サービス業と製造
業を含む産業全体では「所要の原価引下げ」などで差がでなかったのは逆に驚
きであった。
サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービス業と卸・小売業
では差がみられ，サービス業のほうで「所要の原価引下げ」がより重視されて
いた。サービス業における「所要の原価引き下げ」とは，サービスを生産し顧
客に提供するためのコストの引き下げのことであると考えられるが，これは卸・
小売業よりも重視されていた。サービス業と建設業を比較すると，やはり「所
要の原価引下げ」に差がみられ，これはさすがに建設業のほうがより重視度が
高かった。なお，サービス業と運輸業では差はなかった。
③予算管理の問題点
最後に，予算管理の問題点について，先行研究（崎他，2003）を参考にし
て，７点リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常に
あてはまる」）で調査した。その結果，「環境変化予測の困難性」（4.74）がや
や高いくらいで，「現状是認的傾向の醸成」（4.37），「弾力性に対する認識不足」
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（4.06），「部分最適化行動」（3.99）などはどちらともいえず，「意義への認識不足」
（3.89），「予算スラック形成」（3.88），「予算編成に時間がかかりすぎる」（3.77）
はやや低かった。
予算管理の問題点については，サービス業と非製造業で Mann-Whitney の
検定を行ったところ，差がみられず，サービス業と産業全体では，「予算編成
に時間がかかりすぎる」にのみ差がみられ，産業全体のほうが当てはまる度合
いが強かった。
11．MPC
MPC（ミニ・プロフィトセンター）の採用，すなわち製造現場における小
集団利益マネジメントを実施する企業は，本調査ではわずか 12 社の 7.1% で
あった。これは非製造業の 6.9%，全産業の 6.0% と同様，低かった。以下，サ
ンプル数が非常に少ないので，推測統計による解析は行えず，記述統計につい
ても省略する。
12．業績管理
業績管理は既にみたように 86.4％の企業で行われ，非製造業の 87.5%，産業
全体の 86.2% とそれほど変わらなかった。
まず，どのような業績管理指標を重視しているかについて，７点リッカート
スケール（「１　全く重視していない」から「７　非常に重視している」）で調
査した結果，「財務指標」（5.40），「顧客関連指標」（4.36），「業務関連プロセ
ス指標」（3.98）の順であった。
①財務指標
次に，業績管理に用いられている財務指標について，同様にして，尋ねたと
ころ，「売上高」（6.07），「営業利益」（6.02），「売上総利益」（5.80），「経常利益」
（5.35），「事業部利益」（5.19），「売上高利益率」（5.03）などの順で，売上や利
益の実額の指標が高かったが，それ以下は次表のようになった。
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図表 16：サービス業，非製造業，産業全体の「財務指標」の重視度
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
売上高 130 6.07 1.06 399 6.04 0.99 743 6.07 0.97 
売上総利益 119 5.80 1.34 385 6.06 1.11 708 5.94 1.11 
営業利益 131 6.02 1.03 390 6.21 2.69 734 6.14 2.06 
経常利益 117 5.35 1.41 373 5.77 1.21 702 5.74 1.16 
限界利益 97 4.36 1.70 301 4.54 1.57 605 4.91 1.53 
事業部利益 108 5.19 1.65 329 5.29 1.40 613 5.14 1.51 
本社費配賦後利益 95 4.57 1.80 321 4.83 1.61 578 4.69 1.64 
売上高利益率 107 5.03 1.63 323 5.22 1.41 625 5.23 1.41 
ROI 90 3.23 1.57 270 3.56 1.48 529 3.62 1.52 
ROA 92 3.36 1.58 278 3.79 1.56 542 3.80 1.56 
ROE 93 3.25 1.46 281 3.75 1.49 546 3.79 1.56 
キャッシュフロー 99 4.53 1.67 313 4.90 1.48 607 4.95 1.50 
残余利益 87 3.41 3.41 262 3.76 1.58 509 3.74 1.49 
EVA 81 3.01 1.46 241 3.17 1.40 468 3.31 1.41
財務指標について，サービス業と非製造業で Mann-Whitney の検定を行っ
た結果，「経常利益」や総合力を表す「ROA」，「ROE」の重視度に差がみられ，
サービス業よりも他の非製造業でより重視されていた。
また，サービス業と全産業では，「経常利益」や，直接原価計算方式の利益
である「限界利益」，「ROI」，「ROA」，「ROE」，「キャッシュフロー」情報の
重視度に差がみられ，これらはすべてサービス業よりも産業全体でより重視さ
れていた。こうした財務指標は製造業などでより重視されているのではないか
と考えられる。ただ，これは業種による差というよりも企業規模による差もで
ているのかもしれない。
次に非財務指標について，複数回答可で尋ねた結果を示す。
②非財務指標
a. 顧客関連指標
顧客関連指標については，多重回答可で尋ねたところ，「顧客満足度」（41.4 
%）が最も高く，「顧客別収益性」（17.7 %），「苦情件数」（15.8%），「市場占有
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率」（14.0%）がそれに続き，「リピート率」（7.9%）の順であった。「顧客満足度」
の重視度が他の非製造業や全産業よりも高かった。
図表 17：サービス業，非製造業，産業全体の「顧客関連指標」の重視度㻜㻡㻝㻜㻝㻡㻞㻜㻞㻡㻟㻜㻟㻡㻠㻜㻠㻡 ᕷሙ༨᭷⋡ 㢳ᐈ‶㊊ᗘ 㢳ᐈู཰┈ᛶ ⱞ᝟௳ᩘ ⣡ᮇ㐩ᡂ⋡ ㏉ရ⋡ 䝸䝢䞊䝖⋡䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ 㠀〇㐀ᴗ ඲⏘ᴗ
第Ⅱ節では先行研究で「顧客別収益性分析」が有効であるとされていること
をみたが，非財務指標としての「顧客別収益性」の重視度としては，確かに重
視はされていたが，他の産業よりも取り立てて重視されているというわけでも
なかった。
b. 従業員関連指標
従業員関連指標は，「従業員一人当たり売上高」（31.3 %），「従業員数」（23.0 
%），「従業員一人当たり人件費」（17.6%）などが高く，「離職率」や「特定資
格の保有率」の重視度がやや高いくらいで，非製造業，産業全体と比べてそれ
ほど特徴がない様子であった。
13．BSC
BSC の導入企業は，既にみたように 19 社の 11.2% と非常に少なく，非製造
業の 8.3%，産業全体の 7.2% と同様であった。以下，サンプル数が少なかった
ので，推測統計については行うことができず，記述統計についても省略する。
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14．ファイナンス
ファイナンスについては，特色がみられたものとして，本稿では投資の意思
決定について取り上げる。投資の経済性評価の手法については，「回収期間法」
（4.25），「会計的投資利益率法」（3.48），「正味現在価値法」（3.43），「内部利益
率法」（3.22）の順で重視されており，やはり回収期間法が他の手法よりは重
視されていた。
図表 18：サービス業，非製造業，産業全体の「投資の意思決定手法」の重視度
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
回収期間法 113 4.25 1.75 340 4.69 1.52 649 4.77 1.51 
NPV 法 93 3.43 1.61 259 3.76 1.61 499 3.91 1.61 
会計的投資利益率法 94 3.48 1.65 262 3.65 1.58 488 3.73 1.54 
IRR 法 88 3.22 1.64 247 3.53 1.57 460 3.62 1.56
サービス業と非製造業で Mann-Whitney の検定を行った結果，「回収期間法」
の重視度に差がみられ，サービス業よりも非製造業のほうが「回収期間法」を
重視していた。サービス業と産業全体では，「回収期間法」と「NPV 法」の重
視度に差がみられ，サービス業よりも産業全体のほうがその重視度が高かった。
ただ，これは業種による差というよりも企業規模による差もでているのかもし
れない。
製造業を含む産業全体では，回収期間法以外にも NPV 法や IRR 法も含め
て実践されているということであろう。
Ⅴ．わが国サービス業における管理会計実践の展望
１．全般的に
わが国サービス業においても，「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」につ
いては，多くの企業で行われていた。「原価管理」についても，非製造業のな
かではかなり重視されていた。
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「意思決定のための管理会計」は 70.4% の企業で行なわれ，他の非製造業よ
りも比較的多いと思われる。また，「原価管理」の有無については 71.6% の企
業で行われ，サービス業を除く非製造業に比べて高く , サービス業を除く全産
業と比べればやや低いに過ぎない程度に実践されていた。第Ⅱ節でみた先行研
究では，サービス業の原価管理の困難性について指摘されていることをみたが，
かなり行われていたというのが本稿の発見である。さらに「原価管理」の「管
理会計実務に占める割合」については，非製造業や産業全体よりも多く，これ
までの常識を覆す結果となった。原価管理を「行う」企業数自体は製造業を含
む産業全体のほうが優っていたが，「管理会計実務に占める割合」ということ
でいえば，サービス業のほうが優っていたことになる。
また，「原価企画」も 24.3% の企業で行われ，非製造業よりもやや高く，製
造業を含む産業全体には及ばないが，サービス業においても原価企画が行われ
ていないわけではないことがわかった。「実体管理」は 16.6% であり，非製造
業よりも低く，全産業と比べるとかなり少ないといわざるを得ない。さらに，
「ABC/ABM」は他の産業よりも若干，高めであるとしても，「MPC」，「BSC」
などはやはりほとんど採用がなかった。
サービス業とその他の非製造業も比較すると，サービス業と卸・小売業では，
「利益計画」と「予算管理」，「業績管理」が，卸・小売業のほうでより多く実
践され，「原価管理」はサービス業のほうがより実践程度が高かった。また，
サービス業と建設業を比較すると，「原価企画」と「原価管理」，「実体管理」が，
建設業のほうでより多く実践されていた。さらに，サービス業と運輸業では，「利
益計画」と「意思決定のための管理会計」，「原価管理」が，サービス業のほう
でより実践程度が高かった。次に各手法についてさらに詳しくみてみる。
２．各手法の実態
①利益計画
利益計画はサービス業の多くの企業で行われていた。ただ，利益計画を行う
企業は90.5%で，非製造業，産業全体よりもわずかに少なかった。利益計画の「手
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法」については，「原価企画」がやや重視され，「CVP 分析」は「どちらとも
いえない」程度であり，サービス業と非製造業，産業全体を比較しても差はみ
られなかった。ただ，サービス業と卸・小売業を比較すると，利益計画の手法
としての「原価企画」が，サービス業でより重視されていた。サービス業と建
設業で比較すると利益計画の手法としての「原価企画」は，建設業のほうで，
さらにより重視されていた。
第Ⅱ節でみたように先行研究でも，サービス業での「原価企画」の導入が提
唱されてきたが，ただ，その実践の程度としては，建設業ほどではないが卸・
小売業よりは重視されていたといえる。
②意思決定のための管理会計
「意思決定のための管理会計」すなわち意思決定のために利用する管理会計
があるか否かを尋ねたところ，意思決定のための管理会計は，70.4% の企業で
実践され，非製造業，産業全体よりも多かった。
意思決定のための管理会計の手法については，「経営分析」や「直接原価計算」
がやや重視されていたが，サービス業と非製造業，サービス業と産業全体で，
差がみられなかった。また，サービス業と卸・小売業を比較すると，意思決定
の管理会計としての「直接原価計算」の重視度で差がみられ，「直接原価計算」は，
サービス業でより重視されていた。同様にして，サービス業と建設業を比較す
ると，「直接原価計算」と「差額原価収益分析」の重視度で差がみられ，これ
らは建設業のほうでより重視されていた。
第Ⅱ節でみたように先行研究では，サービス業においては，直接原価計算は
重視されていないとされていたが，ただ，その実践の程度としては，建設業ほ
どではないが卸・小売業よりは重視されていたといえる。
③原価企画
原価企画については，サービス業の実践企業は 24.3% で，非製造業と同様
少なく，産業全体に比べてかなり少なかった。当然のことながら製造業での実
践が多いのであろう。同じ非製造業のなかでは，サービス業と卸・小売業，建
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設業，運輸業の間で「原価企画」の有無について比較すると，やはり建設業が
多いようである。
目標原価の設定方法については，他の産業とそれほど変わらない様子であっ
た。目標原価の「実現手段」については，全産業に同じ質問をしたためサービ
ス業にそぐわない質問項目もあったかと思われるが，「VE」，「部品の共通・標
準化」，「VA」などは「どちらともいえない」程度には重視されていたことが
むしろ驚きであった。
原価企画の機能については，「原価低減」よりも，「要求品質・機能の実現」
が重視されていた。 逆機能については，「組織内のコンフリクト」についてのみ，
「どちらともいえない」程度にはあてはまったが，それ以外の逆機能はあまり
当てはまらないものが多く，この度の調査では顕著なものはなかった。
ただ，非製造業における原価企画については，筆者が訪問調査した企業のな
かでも，製造業の目標原価達成手段とは全く異なる手段をとる業界・業種の企
業もあり，サービス業を含めさらなる調査が不可欠であろう。
④原価管理
サービス業において，原価管理を実践する企業は 71.6% で，非製造業より
多く，製造業を含む産業全体に比べれば少なかった。サービス業では思ったよ
りはかなり原価管理を行う企業が多かった。サービス業と他の非製造業を比べ
ると，建設業ほどではないが，卸・小売業や運輸業よりも多いようであった。
また，原価管理の管理会計実務に占める割合も思ったよりもかなり多かった。
サービス業と非製造業では，サービス業のほうが実務に占める割合が多かった
し，産業全体と比較しても，サービス業のほうが多かったことは驚きであった。
原価管理の対象については，サービス業では「労務費」の重視度が最も高く，
次いで，「経費」が高かった。サービス業は非製造業に比べて「労務費」が重
視されていて，産業全体と比べても，「労務費」はサービス業のほうが重視さ
れていたが，「製造原価」，「材料費」は，当然，産業全体のほうが高かった。
製造業を含む産業全体としては，「製造原価」，「材料費」の重視度が高くなる
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のは当然であろう。
原価管理の手法については，サービス業と非製造業では差がみられなかった。
また，サービス業と産業全体で比較すると，第Ⅱ節でみた先行研究が指摘する
ように，「標準原価計算」は製造業を含む産業全体のほうがその重視度が高かっ
た。製造業などでより重視されているのであろう。
サービス業とその他の非製造業を比較すると，サービス業と卸・小売業では，
「実際原価計算」，「直接原価計算」については，サービス業のほうがその重視
度が高かった。サービス業と建設業では，「実際原価計算」については建設業
のほうがその重視度が高かった。
サービス業の各原価計算手法の利用目的については，実際原価計算は「財務
諸表作成目的」よりも「経営計画策定目的」で多用され，標準原価計算は「原
価管理」目的よりも「予算編成・統制」目的が多く，直接原価計算は「原価管
理」目的がやや多いのが特徴であった。さらに，サービス業では非経常的な原
価計算が重要であるといわれてきたが，特殊原価調査などは他の産業とそれほ
ど変わらなかった。
原価管理の問題点は，この度の調査では，「タイムリーな情報が提供できない」
や「原価意識が低い」が「どちらともいえない」程度で，製造業などに比べる
と全般的に低かった。
製造間接費の配賦に関しては，「なし（配賦はしていない）」が 34.6% で多く，
非製造業や産業全体に比べてそもそも配賦をしない企業も多かったくらいで，
際立った特徴はみられなかった。
以上，原価管理は全般的に「標準原価計算」などの手法は製造業のほうが重
視されているが，非製造業のなかでは建設業ほどではないが，卸・小売業や運
輸業などよりも全般的に「原価管理」は重視されているようであった。
⑤ABC/ABM
ABC は採用企業が 9.5% で，これは非製造業，全産業と同様，低かった。ただ，
他の産業よりもほんの若干ではあるが，高いようにも見受けられる。これは第
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Ⅱ節でもみたようにサービス業における ABC の有効性が指摘されてきたこと
にも一因があるかもしれない。
⑥実体管理
実体管理を行う企業は 16.6% で，非製造業より少なく，産業全体に比べて
かなり少なかった。実体管理の管理会計実務に占める割合については，サービ
ス業と非製造業を比較すると差は認められず，サービス業と全産業を比較する
と，製造業を含む産業全体のほうがその実践が多かった。サービス業とその他
の非製造業も比較してみると，サービス業と建設業を比較すると建設業のほう
がより実践程度が高かった。
サービス業でやや重視されているのは「QC サークル」くらいで，「方針管理」
は「どちらともいえない」程度であり，それ以外は重視されていなかった。
⑦組織形態と組織管理のための管理会計
「組織形態」について，サービス業では，製造業を含む産業全体と比べて，
職能別組織よりも「事業（本）部制」組織がかなり多いのが特徴であった。サー
ビス業とその他の非製造業の組織形態も比較してみたが，サービス業と卸・小
売業，サービス業と建設業，サービス業と運輸業とも差はなかった。
また，部門単位での経理担当者の有無については，サービス業と非製造業，
サービス業と全産業で差がなかったが，サービス業とその他の非製造業も比較
してみると，サービス業と建設業では，建設業のほうが「部門単位での経理担
当者」が多かった。
組織管理のための管理会計の制度の実践程度については，「本社費の配賦」
以外それほど実践されているとはいえないことは，他の産業と同様であった。
⑧予算管理
サービス業で予算管理を行う企業は 85.2% で，非製造業，産業全体よりは
低いものの，ほとんどの企業で予算管理は実践されていたといえる。サービス
業と非製造業，サービス業と産業全体では差がなく，サービス業と卸・小売業
を比較すると，卸・小売業のほうがその実践程度が高かった。
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ただ，管理会計実務のなかで占める割合は，サービス業と非製造業では，差
がなかったが，サービス業と産業全体を比べると差がみられ，なんとサービス
業のほうが多かったことが驚きであった。やはりサービス業にとって予算管理
は，管理会計実務のなかで大きな割合を占めるようである。
予算編成への「参加者」，「予算編成方針の策定」などは他の業種と変わらな
かったが，予算の「編成期間」については非製造業や産業全体と比べ若干，差
がみられた。
サービス業では，「損益予算」のウエイトが高く，「販売予算」はやや高く，「資
金予算」や「製造予算」は「どちらともいえない」程度で，「研究開発予算」や「資
本予算」などはややウエイトが低かった。ここで「製造予算」としているのは
全産業に対して同じ質問表を送付したためこのような名称になったが，これは
サービスを生産し顧客に提供するための予算ということでご回答いただけたも
のと考えられる。
各種予算のウエイトについて，サービス業と非製造業を比べると，「製造予算」
はサービス業のほうが高かった。サービス業の「製造予算」のウエイトは非製
造業のなかでも高いようであった。サービス業と製造業を含む全産業を比較す
ると，「販売予算」，「製造予算」，「研究開発予算」に差がみられ，これらはさ
すがに製造業を含む全産業のほうがそのウエイトが大きかった。
サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービス業と卸・小売業
では，「販売予算」については，卸・小売業のほうがそのウエイトが高く，「製
造予算」，「研究開発予算」については，サービス業のほうがそのウエイトが高
かった。サービス業のほうが，サービスコストの計算やそのための研究開発予
算のウエイトが大きいのかもしれない。
サービス業と運輸業を比較すると「資本予算」，「製造予算」，「研究開発予算」
がサービス業のほうがそのウエイトが大きかった。サービスコストの予算や，
そのための研究開発の予算のウエイトが大きいのかもしれない。
予算管理の目的については，サービス業と非製造業，サービス業と産業全体
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を比較しても，差がみられなかった。サービス業と製造業を含む産業全体を比
較すると「所要の原価引下げ」などに差がでると予測したが，差がでなかった
のはむしろ驚きであった。これはサービス業では「原価管理」が重視されてい
るということと整合的である。
サービス業とその他の非製造業も比較してみると，サービス業と卸・小売業
では，サービス業のほうが「所要の原価引下げ」が重視されていた。これはサー
ビス業のほうがサービスを生産し顧客に提供するためのコストの引き下げを重
視しているということであり，これはサービス業では，原価管理が重視されて
いたことと整合的である。しかし，さすがにサービス業と建設業を比較すると，
「所要の原価引下げ」はやはり建設業のほうがその重視度が高かった。
予算管理の問題点については，「環境変化予測の困難性」がやや大きいくら
いで，サービス業と産業全体を比較すると，「予算編成に時間がかかりすぎる」
といった問題点のみに差がみられ，製造業を含む産業全体のほうが当てはまる
度合いが強かった。
以上，サービス業では「予算管理」は重視され，「損益予算」や「販売予算」
はもちろん，サービスを生産し顧客に提供するための予算も「どちらともいえ
ない」程度には重視されていた。
⑨MPC
MPC（ミニ・プロフィトセンター）の採用は，他の業種と同様，サービス
業でもほとんどなかった。
⑩業績管理
サービス業の業績管理は 86.4％の企業で行われ，非製造業，産業全体とそれ
ほどかわらなかった。
まず，業績管理がどのような単位で行われているか，業績管理の単位につい
ては，非製造業，全産業とそれほど変わらない様子であった。
業績管理指標で重視されていたのは，「財務指標」，「顧客関連指標」，「業務
関連プロセス指標」の順であった。
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財務指標の重視度については，売上や利益の実額の指標が高いのは，他の産
業と同様であるが，サービス業と非製造業を比較すると，「経常利益」や総合
力を表す「ROA」，「ROE」の重視度に差がみられ，サービス業よりも他の非
製造業でより重視されていた。また，サービス業と全産業では，「経常利益」や，
直接原価計算方式の利益である「限界利益」，総合力を測定する「ROI」，「ROA」，
「ROE」，それに「キャッシュフロー」の重視度に差がみられ，これらはすべ
てサービス業よりも他の産業でより重視されていた。こうした財務指標は製造
業などでより重視されているのであろう。ただ，これは業種による差というよ
りも企業規模による差がでているのかもしれない。
非財務指標について，顧客関連指標については，「顧客満足度」，「顧客別収
益性」，「苦情件数」，「市場占有率」などの順であり，「顧客満足度」の重視度
が非製造業や産業全体よりも高かった。第Ⅱ節では先行研究で「顧客別収益性
分析」の有効性が指摘されていることをみたが，非財務指標としての顧客別収
益性の重視度としては，確かに重視はされていたが，取り立てて重視されてい
るという程ではなかった。
以上，サービス業では業績管理は多く行われているが，財務指標の重視度は
製造業を含む産業全体や他の非製造業よりも低いようであった。非財務指標で
は，「顧客別収益性」も重視されていたが，それよりも「顧客満足度」が最も
重視されていた。
⑪BSC
BSC の導入は，やはり他の業種と同様，サービス業でもほとんどなかった。
⑫ファイナンス
投資の意思決定評価の手法については，「回収期間法」が「どちらともいえ
ない」程度で，「会計的投資利益率法」，「正味現在価値法」，「内部利益率法」
はあまり重視されていなかった。
サービス業と非製造業を比較すると，非製造業のほうがサービス業よりも「回
収期間法」をより重視していた。また，サービス業と産業全体では，「回収期間法」
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と「NPV 法」の重視度に差がみられ，産業全体のほうがサービス業よりもこ
れらの重視度が高かった。ただ，これは業種による差というよりも企業規模に
よる差がでているのかもしれない。
以上，サービス業は第Ⅱ節でもみたように，売上高固定費比率などは極めて
高く，固定資産に対する投資も非常に重要なものであると考えられるが，投資
の意思決定評価手法はそれほど重視されていないようであった。
Ⅵ．お　わ　り　に　
以上，第Ⅱ節において，サービス業の経営管理実践の先行研究をレビューし
たうえで管理会計についてふれ，第Ⅲ節において，質問票調査の概要と回答企
業について述べ，第Ⅳ節においては，わが国サービス業の管理会計実践として，
「利益計画」，「意思決定のための管理会計」，「原価企画」，「原価管理」，「実体
管理」，「組織管理のための管理会計」，「予算管理」，「MPC」，「業績管理」，「BSC」
について，わが国サービス業の管理会計実践を非製造業における管理会計実践，
産業全体の管理会計実践と比較検討しながら考察した。また，本稿ではサービ
ス業の管理会計実践を，卸・小売業や建設業，運輸・倉庫業の管理会計実践な
どとも比較しながら検討した。第Ⅴ節においては，わが国サービス業の管理会
計実践について考察した前節の結果をまとめると共に，サービス業の管理会計
実践について展望した。
各管理会計手法やその利用状況はサービス業と製造業では異なるし，サービ
ス業と産業全体でもかなり異なり，サービス業には，サービス業独自の管理会
計実践があるようである。また，非製造業としてひとくくりにされているサー
ビス業やそれ以外の卸・小売業や建設業，運輸・倉庫業などの管理会計実践に
は，それぞれ特有の管理会計実践があり，非製造業というくくりは極めて異質
な対象をひとまとめにしたものであることがわかった。
本稿では全産業に対して同じ質問票を送付し回収したデータを比較したが，
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今後は，サービス業のさらに詳細な管理会計実践を当該業種に特化して調査し
てゆきたい。ただ，本稿はその 1 歩としての意義はあるものと考える。
さらなる今後の課題としては，業態の異なる製造業，非製造業ごとの特徴を
明らかにしてゆきたい。
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